地公三者共闘会議　独自削減提案　最終交渉の概要（第１報）
交渉開始日時　2012年1月27日　午前7時30分～45分
最終回答の概要
　●　平成24年から26年の独自削減率について
　（提案－管理職員９％、管理職員以外5.5％）
　・本庁課長級以上　９％
　・本庁課長補佐相当職（管理職手当5種6種含む）Ｈ24　９％、Ｈ25　8.7％　Ｈ26　8.4％
　・管理職員以外の職員　Ｈ24　4.8％、Ｈ25　4.5％　Ｈ26　4.2％
　・３０歳以下の職員　　Ｈ24～26　　４％
　●　一時金の役職段階別加算額　提案どおり管理職1/3、管理職以外1/4　３年間減額
　●　査定昇給の給与原資の凍結　提案どおり３年間凍結
　●　現給保障措置　平成24年度については現行どおり、平成25年度以降については国の動向
も踏まえて引き続き話し合って参りたい。
　●　毎年の削減率の協議について　人件費の取り扱いについて示した範囲内で、縮減率の圧縮
について、毎年、話し合う。
以上の回答を受け、地公三者共闘会議としては１時間ストの統一戦術は慣行により抗議の報告集会に戦術変更とすることを判断した。
※　全道庁労連・北教組は任命権者毎の交渉結果を踏まえて最終判断を行うこととし、全道庁労連は任命権者毎の交渉結果を受けて、予定していた２時間ストについては、時間外職場集会に戦術変更することを決定した。
